
当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個
人消費の持ち直しや、生産・輸出の増加による企業の
業況感の改善など、景気回復の兆しが一部に見られ
ましたが、雇用情勢の一段の悪化や消費者物価の下
落などによる景気の底割れリスクは依然として存在
し、景気の本格的な回復には、なお時間を要する状況
で推移してまいりました。
当業界におきましては、改正貸金業法の段階施行な

どにより消費者信用マーケットの収縮が続く中、グ
レーゾーン金利にかかる利息返還請求は引き続き高
水準で推移し、経営環境は大変厳しい状況下に置かれ
ました。また、改正特定商取引法および改正割賦販売
法の施行を控え、信販会社における加盟店管理など、
一段と高い社会的責任が求められてきております。
このような中、当社グループは、「新しい営業体制

の構築」と「ローコストオペレーションの実現」のため、
提携先のニーズに応じたカスタマイズされたサービ
スの提供、業務プロセス・お客さまサービスの見直し
などに取り組んでまいりました。今後、これらの取り
組みを迅速に遂行し、優れた金融サービスを提供す
ることで、提携先やお客さまに支持される新しい時
代に相応しい信販会社を目指してまいります。
今後とも皆さまには、なお一層のご支援、ご鞭撻を

賜りますようお願い申し上げます。

平成21年12月

代表取締役社長 最高経営責任者（CEO）

常峰　仁
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ごあいさつ

皆さまにおかれましては、ますますご清栄のことと

お喜び申し上げます。

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

「株主通信」をお届けするにあたり、

ここに謹んでご挨拶申し上げます。

株主通信
第55期 第2四半期
平成21年4月1日～平成21年9月30日



連結財務ハイライト
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部門別営業収益構成比
（平成22年3月期第2四半期累計）
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当社の詳しい情報はホームページからもご覧いただけます。
URL:  http://www.aplus.co.jp/company/

2 Financial Highlights
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当第2四半期の業績について／株式の状況

● 業績等の状況（平成21年4月1日～平成21年9月30日）

● 利益配分に関する基本方針および中間配当

● 通期の業績見通し

当第2四半期連結累計期間につきましては、「新しい営
業体制の構築」と「ローコストオペレーションの実現」
に向けた取り組みを推進してまいりました。ショッピ
ングクレジット事業におきましては、本年4月に立ち
上げた「ビジネスプロモーションセンター」の活用や
業務プロセスの見直しによる新たな営業スタイルの構
築を図ってまいりました。カード事業におきましては、
カード年会費制度の導入、各種手数料の見直し、カー
ド発行等の業務プロセスの見直しに取り組み、採算性
の高いビジネスへの転換を目指してまいりました。
ローン事業におきましては、ローンカードの獲得チャ
ネルの拡大や、当社が発行するローンカード「アプラ
スα倶楽部カード」の専用Webページの開設、クロス

セルによる目的ローン残高の積み上げなどに取り組ん
でまいりました。決済事業におきましては、リソース
の拡充による営業力強化を図り、取引先拡大や採算性
の向上に取り組んでまいりました。
この結果、当第2四半期連結累計期間における経営
成績は、個人消費の冷え込みなどを背景に営業収益は
431億82百万円（前年同期比12.2%減）となりまし
たが、ローコストオペレーション体制の確立・クレジッ
トコストの削減に継続的に取り組み、営業費用は412
億80百万円（同8.3%減）となりました。これにより、
営業利益は19億2百万円（同54.5%減）、経常利益
19億57百万円（同53.3%減）、四半期純利益20億
52百万円（同28.3%減）となりました。

利益配分につきましては、財務体質の強化および将来
の事業展開に備えるとともに、当社グループを取り巻
く環境などを総合的に勘案し、中長期的な視点に立っ
て株主の皆さまへの安定的な利益還元を行うことを基
本方針としております。

中間配当につきましては、D種優先株式は1株につ
き40円、E種優先株式・F種優先株式・G種優先株式・
H種優先株式は1株につき15円の配当を実施させて
いただきます。なお、普通株式、B種優先株式、C種優
先株式は、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。

平成22年3月期の連結業績予想につきましては、平成
21年5月13日の公表数値に変更はありません。営業

収益910億円、営業利益70億円、経常利益70億円、
当期純利益70億円を見込んでおります。

大株主（平成21年9月30日現在）
◯ 普通株式

株式会社新生銀行
太陽生命保険株式会社
三信株式会社
大阪証券金融株式会社
株式会社ガリバーインターナショナル

156,690
6,048
4,073
3,099
1,817

66.41
2.56
1.72
1.31
0.77

（注）株数および比率はいずれも表示単位未満を切り捨てております。

当社への出資状況株主名 持株数（千株）出資比率（％）

◯ 優先株式

Ｂ種優先株式 株式会社新生銀行
Ｃ種優先株式 株式会社新生銀行
Ｄ種優先株式 株式会社新生銀行

株式会社三井住友銀行
エイアイジー・スター生命保険株式会社
日本興亜損害保険株式会社

Ｅ種優先株式 株式会社新生銀行
大同生命保険株式会社

Ｆ種優先株式 株式会社新生銀行
Ｇ種優先株式 株式会社新生銀行
Ｈ種優先株式 株式会社新生銀行

10,000
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8,500
2,500
1,500
750

70,000
500

10,000
25,000
32,250

100.00
100.00
60.71 
17.85 
10.71 
5.35 
99.29 
0.70 

100.00 
100.00 
100.00 

当社への出資状況株主名種類 持株数（千株）出資比率（％）

（注）株数および比率はいずれも表示単位未満を切り捨てております。

発行済株式の総数・株主数 普通株式
Ｂ種優先株式
Ｃ種優先株式
Ｄ種優先株式
Ｅ種優先株式
Ｆ種優先株式
Ｇ種優先株式
Ｈ種優先株式

発行可能株式総数 1,375,896,072 株
235,931,829 株
10,000,000 株
15,000,000 株
16,750,000 株
70,500,000 株
10,000,000 株
25,000,000 株
32,250,000 株

9,621名
1名
1名
8名
2名
1名
1名
1名

株式の状況（平成21年9月30日現在）

株式分布状況（普通株式）（平成21年9月30日現在）

金融機関 169,638千株

その他国内法人 16,003千株

外国法人・個人 967千株

1.71%

0.40%

6.78%

19.15%

71.90%

証券会社 4,056千株

個人・その他 45,202千株

（注）1. 株数および比率はいずれも表示単位未満を切り捨てております。
2. 当社は自己株式としてＤ種優先株式2,750千株を保有しておりますが、上記大株主
からは除外しております。

3. 出資比率は自己株式を控除して算出しております。

◯ 所有者別
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東京本部：〒162-8535 東京都新宿区新小川町4-1
お問合わせ先／総務部：TEL（03）5229-3737

株式会社アプラス

この冊子の表紙及び本文は、VOC（揮発性有機化合物）が１%未満のノンVOCインキで印刷しています。

この印刷物は、E3PAのシルバー基準に適合した
地球環境にやさしい印刷方法で作成されています
E3PA：環境保護印刷推進協議会
http://www.e3pa.com

S06-0028

ホームページのご案内
当社の詳しい情報はホームページからもご覧いただけます。
当社では、IR活動の一環としてインターネットによる情報発信の充実
に努めてまいりますのでぜひご利用ください。

ホームページアドレス

http://www.aplus.co.jp/

会社案内・IR情報アドレス

http://www.aplus.co.jp/
company/

会社概要（平成21年9月30日現在）
商 号
所 在 地

設 立
資 本 金
従 業 員 数
店 舗 数
主な事業内容

関 係 会 社

役 員

株式会社アプラス（APLUS Co., Ltd.）
本　　店：大阪市中央区南船場一丁目17番26号
東京本部：東京都新宿区新小川町4番1号

アプラス東京ビル
昭和31年10月6日
150億円
1,086名
全国主要都市35店舗
◯ ショッピングクレジット事業
（オートクレジット、ECOローン、リフォームクレジット、
ディーラークレジットなど）

◯ カード事業
（クレジットカード、提携カード）

◯ 消費者金融事業
（ローンカード、各種目的ローンなど）

◯ 決済事業
（オートネットサービス、コンビニ集金代行サービス、
家賃サービスなど）

◯ その他の事業
（住宅関連ローン、ビジネスサポートサービス、
ファイナンス事業、保険事業）

全日信販株式会社
アルファ債権回収株式会社
その他7社

取締役・監査役
代表取締役 会長 クラーク・ダグラス・グラニンジャー
代表取締役 社長 最高経営責任者（CEO） 常峰　仁
代表取締役副社長 副社長執行役員 最高執行責任者（COO）

籠谷　修司
取締役 常務執行役員 最高財務責任者(CFO) 野口　郷司
取締役 常務執行役員 最高営業責任者(CSO) 佐藤　正樹
常勤監査役 佐藤　義昭
常勤監査役 竹内　晃
監査役(非常勤) 森川　輝夫
監査役(非常勤) 宇都宮加城
執行役員
常務執行役員最高IT責任者（CIO) ピーテル B.フランケン
執行役員 最高オペレーション責任者 畝森　達朗
執行役員 渡邉　勝之
執行役員 拝郷　秀夫
執行役員 最高購買責任者（CPO) 市橋　正一
執行役員　 秋元　英之
執行役員 奥田　正一

※常勤監査役 竹内 晃、監査役（非常勤）森川 輝夫、
宇都宮 加城は会社法に定める社外監査役であります。
※CPOは（Chief Purchasing Officer）の略称であります。

株式のご案内
事 業 年 度
定時株主総会
基 準 日

単 元 株 式 数
株主名簿管理人
および特別口座
の口座管理機関
株主名簿管理人
事務取扱場所

上場証券取引所
証 券 コ ー ド
公告掲載方法

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月開催
定時株主総会 毎年3月31日
期末配当 毎年3月31日
中間配当 毎年9月30日　
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

500株
大阪市中央区北浜四丁目5番33号
住友信託銀行株式会社

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵便物の送付先：
〒183-8701
東京都府中市日鋼町1番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話照会先：
0120-176-417

インターネットホームページURL
http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/
retail/service/daiko/index.html
大阪証券取引所市場第一部
8589
電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。
http://www.aplus.co.jp/company/index.html

［株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について］
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届

出およびご照会は、口座のある証券会社宛にお願いいたします。
証券会社に口座を開設されていない株主様は、上記の電話照会先
にご連絡ください。
［特別口座について］
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用

されていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記の住友
信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設いたしま
した。特別口座についてのご照会および住所変更等のお届出は、
上記の電話照会先にお願いいたします。


